
　

第45回定時株主総会招集ご通知における

インターネット開示情報

　

連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表
（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

株式会社ＤＴＳ

「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」につき

ましては、法令および定款の規定に基づき、当社ウェブサイトに掲載す

ることにより株主の皆様に提供しております。
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連 結 注 記 表

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 10社

主要な連結子会社の名称

データリンクス株式会社

デジタルテクノロジー株式会社

日本ＳＥ株式会社

横河ディジタルコンピュータ株式会社

株式会社ＤＴＳ ＷＥＳＴ

アートシステム株式会社

横河ディジタルコンピュータ株式会社は、平成29年４月１日付けで当社の

連結子会社であったアートシステム株式会社を吸収合併し、株式会社ＤＴＳ

インサイトへ商号変更いたしました。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

DTS SOFTWARE VIETNAM CO.,LTD.

(連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、い

ずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

2. 持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法を適用した非連結子会社および関連会社はありません。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社（DTS SOFTWARE VIETNAM CO.,LTD.ほか）

および関連会社（Nelito Systems Limited)は、当期純損益（持分に見合う額）お

よび利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結

計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持

分法の適用範囲から除外しております。
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3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　(1) 連結子会社の決算日は次のとおりであります。

　 12月31日 ３社

　 ３月31日 ７社

なお、当連結会計年度より、連結子会社の株式会社ＭＩＲＵＣＡは決算日を12

月31日から３月31日に変更しております。この決算期変更に伴い、当連結会計年

度において、平成28年１月１日から平成29年３月31日までの15ヶ月間を連結して

おりますが、損益に与える影響は軽微であります。

(2) 連結計算書類作成にあたっては、12月31日を決算日とする連結子会社について

は、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日までの期

間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

4. 会計方針に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

その他有価証券

(イ) 時価のあるもの……… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用しております。

なお、時価のあるその他有価証券のうち、「取

得原価」と「債券金額」との差額の性格が金利

の調整と認められるものについては、償却原価

法により算定しております。

(ロ) 時価のないもの……… 移動平均法による原価法を採用しております。

　 ② たな卸資産

(イ) 商 品 及 び 製 品……… 主として移動平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）を採用しております。

(ロ) 仕 掛 品……… 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

(ハ) 原 材 料………　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）を採用しております。

(ニ) 貯 蔵 品………　最終仕入原価法を採用しております。
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　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）

　 主として定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）な

らびに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物について

は定額法を採用しております。

　 主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３年～47年

工具、器具及び備品 ２年～20年

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、主として３年

間で均等償却する方法を採用しております。

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）

　 定額法を採用しております。

ただし、市場販売目的のソフトウェアについては、販売開始後３年以内の

見込販売数量および見込販売収益に基づいて償却しており、その償却額が残

存有効期間に基づく均等配分額に満たない場合には、その均等配分額を償却

しております。

また、自社利用のソフトウェアについては、サービス提供目的のソフトウ

ェア（特定顧客との契約に基づく使用許諾サービス用ソフトウェア）につい

て、当該契約に基づく料金支払期間（５年）にわたって均等償却しており、

その他の費用削減効果のあるソフトウェアについては、社内における見込利

用可能期間（５年以内）に基づく定額法を採用しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

　 ③ 役員賞与引当金

　 役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

　 ④ 役員退職慰労引当金

一部の連結子会社において、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規

に基づく連結会計年度末要支給額を計上しております。

　 ⑤ 関係会社整理損失引当金

関係会社の整理に伴う損失に備えるため、当該損失見込額を計上しており

ます。
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(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（12年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（12年～15年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

③ 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡

便法を適用しております。

　(5) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

① 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

② その他の工事

工事完成基準

　(6) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、のれんの発生原因に基づき、その効果の及ぶ期間

（４年～10年）にわたり定額法により償却を行っております。

　(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項

　 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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(会計方針の変更)

平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度

に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備および構築物に係る減

価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

(表示方法の変更)

連結損益計算書

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「為替差

益」は、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲

記することといたしました。

　なお、前連結会計年度の「営業外収益」の「その他」に含まれる「為替差益」

は6,752千円であります。

　

(連結貸借対照表に関する注記)

　 有形固定資産の減価償却累計額

2,592,579千円

(連結損益計算書に関する注記)

　 研究開発費

一般管理費に含まれる研究開発費は、463,633千円であります。
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

項 目
当連結会計年度期首

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式

普通株式 25,222,266 - - 25,222,266

合 計 25,222,266 - - 25,222,266

自己株式

普通株式 1,997,593 249,409 - 2,247,002

合 計 1,997,593 249,409 - 2,247,002

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加249,409株は、取締役会決議による自己株式の取得による
増加249,200株および単元未満株式の買取による増加209株であります。

2. 配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年６月23日
定 時 株 主 総 会

普通株式 928,986 40 平成28年３月31日 平成28年６月24日

平成28年11月４日
取 締 役 会

普通株式 574,386 25 平成28年９月30日 平成28年11月28日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの

　 次のとおり、決議を予定しております。

（決議予定） 株式の種類
配当金の
総額(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月22日
定 時 株 主 総 会

普通株式 1,033,886 利益剰余金 45 平成29年３月31日 平成29年６月23日
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(金融商品に関する注記)

1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用することを

原則とし、資金の調達が必要な場合には、主に銀行からの借入を行っております。

営業債権である受取手形及び売掛金については、与信管理規程に従い、取引先

ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、信用調査等による財務状況等の

把握を通じて信用リスクの低減を図っております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式および社債であり、定

期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有

状況を継続的に見直しております。

営業債務である買掛金は、全て１年以内の支払期日であります。

なお、適時に資金繰計画を作成・更新し、事業運営に必要な手許流動性を持続

的に確保するための管理を行っております。

2. 金融商品の時価等に関する事項

平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、次表に

は含めておりません（（注) 2.を参照）。
（単位：千円）

連結貸借対照表
計 上 額

時 価
（(注)1.を参照）

差 額

(1) 現金及び預金 30,629,556 30,629,556 -

(2) 受取手形及び売掛金 14,452,515 14,452,515 -

(3) 投資有価証券 2,783,333 2,783,333 -

資産計 47,865,405 47,865,405 -

(1) 買掛金 4,908,663 4,908,663 -

(2) 未払金 1,249,953 1,249,953 -

(3) 未払法人税等 1,653,297 1,653,297 -

負債計 7,811,914 7,811,914 -
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　(注) 1. 金融商品の時価の算定方法および有価証券に関する事項

資産

　 (1) 現金及び預金

預金は全て短期のものであり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

　 (2) 受取手形及び売掛金

受取手形及び売掛金はほとんど短期間で決済されるため、時価は帳簿価

額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　 (3) 投資有価証券

株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等から提示され

た価格によっております。

負債

　 (1) 買掛金、(2) 未払金および(3) 未払法人税等

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

　(注) 2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区 分 連結貸借対照表計上額

子会社株式 30,000

関連会社株式 327,175

非上場株式等 215,393

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、「(3) 投資有価証券」には含めておりません。

(１株当たり情報に関する注記)

１株当たり純資産額 1,832円04銭

１株当たり当期純利益金額 222円48銭
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(重要な後発事象に関する注記)

当社事業の連結子会社への吸収分割

当社は、平成29年２月７日開催の取締役会の決議に基づき、平成29年４月１日

を効力発生日として、当社の組込み関連事業を、当社の100％子会社である株式会

社ＤＴＳインサイトに会社分割によって移転いたしました。

1. 取引の概要

　(1) 対象となった事業の名称及びその事業の内容

事業の名称 法人通信・ソリューション事業

事業の内容 法人通信事業本部ＥＢＳ担当における組込み関連事業の

全部

　(2) 企業結合日

平成29年４月１日

　(3) 企業結合の法的形式

当社を吸収分割会社とし、横河ディジタルコンピュータ株式会社を吸収

分割承継会社とする吸収分割

　(4) 結合後の企業の名称

株式会社ＤＴＳインサイト

　(5) その他取引の概要に関する事項

① 取引の目的

当社は、平成28年４月に開始した中期経営計画の重点施策の一つで

ある「組込み分野の戦略」に基づき、企業規模を拡大することにより、

効率的な体制を構築し、医療市場・自動車関連市場の顧客基盤の拡大

と優位性を確保し、さらなる事業拡大を目指します。

② 本会社分割に係る割当ての内容

本会社分割は100％子会社との間で行われるため、本会社分割に際し

て、株式の割当てその他の対価の交付は行いません。

③ 本会社分割の当事会社の直前事業年度の財政状態

(平成29年３月期)

吸収分割会社 (連結) 吸収分割承継会社 (単体)

資産 57,141百万円 1,460百万円

負債 13,480百万円 729百万円

純資産 43,660百万円 731百万円
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2. 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）

および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業

会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）に基づき、共通支配下の取引

として会計処理をしております。

(その他の注記)

連結貸借対照表、連結損益計算書および連結株主資本等変動計算書の金額は、記

載単位未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
　

(重要な会計方針に係る事項に関する注記）

　1. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法を採用しております。

　 (2) そ の 他 有 価 証 券

① 時価のあるもの ……… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。

なお、時価のあるその他有価証券のうち、「取得

原価」と「債券金額」との差額の性格が金利の調整

と認められるものについては、償却原価法により算

定しております。

② 時価のないもの ……… 移動平均法による原価法を採用しております。

　2. たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 商 品 …………… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

(2) 仕 掛 品 …………… 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用

しております。

(3) 貯 蔵 品 …………… 　最終仕入原価法を採用しております。

　

　3. 固定資産の減価償却の方法

　 (1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　 定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）な

らびに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物について

は定額法を採用しております。

　 主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 ３年～47年

工具、器具及び備品 ２年～20年

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等

償却する方法を採用しております。
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　 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　 定額法を採用しております。

ただし、市場販売目的のソフトウェアについては、販売開始後３年以内の

見込販売数量および見込販売収益に基づいて償却しており、その償却額が残

存有効期間に基づく均等配分額に満たない場合には、その均等配分額を償却

しております。

また、自社利用のソフトウェアについては、サービス提供目的のソフトウ

ェア（特定顧客との契約に基づく使用許諾サービス用ソフトウェア）につい

て、当該契約に基づく料金支払期間（５年）にわたって均等償却しており、

その他の費用削減効果のあるソフトウェアについては、社内における見込利

用可能期間（５年以内）に基づく定額法を採用しております。

　 (3) 長期前払費用

　 定額法を採用しております。

　

　4. 引当金の計上基準

(1) 貸 倒 引 当 金 …… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

(2) 賞 与 引 当 金 …… 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基

づき計上しております。

(3) 役員賞与引当金 …… 役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき

計上しております。

(4) 関係会社整理損失引当金 …… 関係会社の整理に伴う損失に備えるため、当該損失

見込額を計上しております。
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(5) 退職給付引当金 …… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計

上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を

当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理することとしておりま

す。

未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱

いが連結貸借対照表と異なっております。

　

　5. 収益及び費用の計上基準

　 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　 (1) 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　 工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

　 (2) その他の工事

　 工事完成基準

　

　6. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

　

(会計方針の変更）

　 平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適

用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備および構築物に係る減価償

却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。
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(貸借対照表に関する注記）

1. 有形固定資産の減価償却累計額 1,956,968千円

　2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 1,219,490千円

長期金銭債権 30,778千円

短期金銭債務 494,094千円

(損益計算書に関する注記）

　1. 関係会社との取引高

　 営業取引による取引高

　売 上 高 172,199千円

　外 注 費 2,720,879千円

　その他の営業取引高 1,135,862千円

営業取引以外の取引による取引高 180,114千円

　2. 研究開発費

　 一般管理費に含まれる研究開発費は、216,441千円であります。

(株主資本等変動計算書に関する注記）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

項 目
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 1,997,593 249,409 - 2,247,002

合 計 1,997,593 249,409 - 2,247,002

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加249,409株は、取締役会決議による自己株式の取得による
　 増加249,200株および単元未満株式の買取による増加209株であります。
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(税効果会計に関する注記）

　1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 流動の部

　 （繰延税金資産）

賞与引当金 727,008千円

未払費用（社会保険料） 110,056千円

未払事業税 103,102千円

その他 23,386千円

　繰延税金資産合計 963,554千円

　繰延税金資産の純額 963,554千円
　

　 固定の部

　 （繰延税金資産）

退職給付引当金 69,211千円

関係会社株式 47,208千円

ゴルフ会員権 30,124千円

ソフトウエア 27,849千円

長期未払金 13,132千円

その他 27,722千円

　繰延税金資産合計 215,248千円

　 （繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △197,448千円

資産除去債務に対応する除去費用 △1,392千円

　繰延税金負債合計 △198,840千円

　繰延税金資産の純額 16,407千円

　2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の差異の原因となった主

要な項目別の内訳

法定実効税率 30.9％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4％

住民税均等割 0.1％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.8％

税額控除 △1.0％

評価性引当額の変動額 △1.3％

その他 0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.3％
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(関連当事者との取引に関する注記）

　子会社及び関連会社等
(単位：千円)

種 類
会社等の
名 称

議決権の
所 有
(被所有)
割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社

デジタルテ

クノロジー

株式会社

(所有)
　直接

100.00％

資金の援助
役員の派遣

資金の貸付 500,000 短期貸付金 1,100,000

利息の受取 783
その他
流動資産

4

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等
デジタルテクノロジー株式会社に対する資金の貸付利息については、市場金利を勘案して決

定しております。なお、担保は受け入れておりません。
また、デジタルテクノロジー株式会社に対する資金の貸付については、取引が反復的に行わ

れているため、取引金額は月末の平均残高で記載しております。

(１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 1,792円90銭

１株当たり当期純利益金額 214円51銭

(重要な後発事象に関する注記）

当社事業の連結子会社への吸収分割

当社は、平成29年２月７日開催の取締役会の決議に基づき、平成29年４月１日

を効力発生日として、当社の組込み関連事業を、当社の100％子会社である株式会

社ＤＴＳインサイトに会社分割によって移転いたしました。

　なお、詳細については、連結計算書類「連結注記表（重要な後発事象に関する

注記）」に記載のとおりであります。

　

(その他の注記）

貸借対照表、損益計算書および株主資本等変動計算書の金額は、記載単位未満

を切り捨てて表示しております。
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